
10

1．はじめに

近年、産業の進展にともない、安全問題は

多様化・複雑化してきている。今後、産業安

全を推進していくためにはそれに対応できる

人材の育成が一つの重要な課題である。

ここでは、まず、近年の産業安全問題の要

因と背景について考察し、これからの産業安

全推進の方向性とそのための人材育成につい

て述べる。次いで、その基本となる体系的安

全教育プログラムの構築と推進について概説

し、当面、検討すべき産業安全教育の体系化

および共有化と将来に向けた学校安全教育の

構築について提案する。

2．�近年の産業安全問題の 
要因と背景

（1）産業安全問題の要
因（図1）

近年、製造業における労

働災害による死亡者数は減

少傾向にあるが、死傷者数

には増加傾向が見られる。

一方、石油等の危険物を取

り扱う危険物施設において

は危険物施設数は減少して

いるが、火災事故や流出事

故の発生件数は増加してお

り、また、高圧ガスに係る事故も増加傾向が

見られる。石油等の危険物や高圧ガス（以降、

危険物等という）の貯蔵・取扱量の多い石油

コンビナートでは深刻な被害が生じる可能性

がある爆発や火災も依然として発生してお

り、その要因として危険物等の危険性に関す

る知識の不足や取り扱いについての安全意識

の低下、危険物等に起因する異常の早期発見

と対応力の不足等の現場力の低下が問題と

なっている。

（2）産業安全問題の背景（図2）
これらの産業安全問題の背景について考え

てみると、産業は発展し、経済も進展するこ

とにより我々の生活はある意味では豊かに

なったが、産業は高度化、多様化、国際化、
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２. 火災 ・ 爆発事故の要因
 緊急装置誤作動、 用役トラブル、 非定常作業 ： トリガー
 異常時、 緊急時、 非定常時への対応 ： 不適切
  異常反応の開始、 異常反応の状況把握不十分
  発火 ・ 爆発危険性に関する知識不十分
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  知識不足

図 1　近年の産業安全問題の発生と要因
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情報化が進展し、AI の導入、DX 化への検討

が進み、一方、人・社会のものの考え方は大

きく変わってきた。

人・社会の変化については、少子化、核家

族化、国際化が進み、個人を尊重し、物質的

な豊かさは感じるが、倫理観の低下、危険へ

の感性の低下、価値観の多様化、社会性の低

下等が見られるようになってきた。

一方、産業の高度化、多様化、国際

化、情報化は進展し、危険物等の製造、

貯蔵、輸送、消費、廃棄等のプロセス

において取り扱う物質、設備・機器、

作業、管理面における潜在危険は増大

してきている。作業の分化、専門化、

AI 化、DX 化が進み、全体像や中身が

わからなくなってきており、また、合

理化、世代交代が進み、経験者が不足

してきており、問題発生時の対応が困

難になってきている。さらに、危険物

等のプラント建設の国際化に伴い国内

でのプラント建設の機会が減少し、ま

た、プラントの立ち上げや停止の機会

も減少することによりプラントの中身

を熟知する機会が少なくなってきてお

り、技術伝承をいかに行うかも重要な

課題となっている。

3．�これからの産業安全
の方向性と人材育成

（図3）

21世紀は環境安全調和社会と言わ

れており、産業活動は危険物等の生産、

貯蔵、輸送から消費、廃棄に至るすべ

てのライフサイクルにおいて、ヒト、

社会、環境との調和が求められており、

安全は産業活動の基盤となっている。

技術立国を目指す我が国は安全・環境・

品質・安定生産に配慮した物づくりに

おいて国際的先導性をもつ必要がある。その

ためには経営層のリーダーシップの下、我が

国の強みとしての現場力の一層の強化が重要

であろう。

危険物等の取り扱いにおける安全化を図る

ためには、まず、各危険物等の取り扱いプロ

セスにおける安全の基本を理解する必要があ

る。すなわち、各プロセスにおけるハザード

産業の進展、経済の発展と生活向上 ： 人・社会の変化、産業環境の変化
産業環境変化 ： 高度化、多様化、国際化、情報化、AI化、DX化
 設備老朽化、高齢化

１．人・社会の変化 ： 少子化、核家族化、国際化、個人尊重と物質的豊かさ等
１）倫理観の低下 ： 安全の重要性、ルール遵守意識希薄
２）危険への感性低下

安全環境 ： 危険経験小
３）価値観の多様化
 円熟期 ： 高度成長期のような活躍の場減少、生活重視
４）社会性の低下 ： 組織的活動困難

２．教育の変化 ： 画一化
１）問題挑戦意欲の低下
２）情報と解析中心、非体験型

３．産業環境の変化（高度化、多様化、国際化、情報化、AI化、DX化
 設備老朽化、高齢化）

１）プロセス（設備・機器、運転、マネジメント）等 ： 潜在危険増大
２）作業の分化・専門化・AI化・DX化 ： 全体像不明、内容不明
３）合理化、世代交代 ： 変化への対応困難、経験者不足、ベテラン不足、
 技術伝承問題

図 2　産業安全問題の背景

●２１世紀 ： 環境安全調和社会
 産業活動 ： 製品の生産から消費、廃棄に至る全ライフライクル
   ヒト、社会、環境との調和
 安全 ： 産業活動におけるキー要素

●技術立国を目指す我が国 ： 安全・環境・品質に配慮したものづくり技術
 産業安全における先導性

●現場力低下の兆し

☆これからの産業安全の方向性 ：

１．経営層のリーダーシップの下、現場力の強化による産業の健全化と
国際競争力の強化

２．社会安全環境の醸成

☆体系的安全教育プログラムの構築と推進による人材育成

図 3　これからの産業安全の方向性と人材育成
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を把握し、適切なリスクアセスメントとリス

クマネジメントを行うことであり、そして各

プロセスの安全化を推進できる安全環境の醸

成を図ることである。そのためにはそれらを

担う人材の育成が必須となる。

（1）危険物等取り扱いプロセスの安全
の基本

危険物等の取り扱いプロセスの安全化を図

るためには、まず、各プロセスにおいて取り

扱う危険物等、設備・機器、取り扱い作業等

に関するハザードを漏れなく抽出することが

重要である。それらのハザードは取り扱う条

件によっては顕在化し、災害の発生を起こす。

この災害の発生確率と災害が発生した場合の

影響度を評価し、その積としてのリスクを算

定することができる。

このリスクレベルが許容できない場合は発

生確率あるいは影響度の点から危険物等、設

備・機器、作業方法等についてリスクの低減

に努める必要がある。すなわち、各プロセス

の災害発生のリスクの算定と必要によるリス

クの低減のためのリスクアセスメントとリス

クマネジメントを適切に行う必要がある。こ

こにおいて、最も重要なことは、漏れなくハ

ザードを抽出することである。ハザードが抽

出されるとそれらのハザードの顕在化の発生

確率と影響度を従来の種々の知見を得て、リ

スクを算定し、必要により安全対策を講じる

ことができる。しかしながら、ハザードが抽

出されなければリスクアセスメントもリスク

低減のためのリスクマネジメントも行うこと

ができない。

（2）危険物等取り扱いプロセスの安全
を推進する人材の育成

危険物等取り扱いプロセスの安全を推進す

るためには、産業界においては産業安全を推

進する人材の育成が中心となるが、一方では、

産業安全を理解する社会安全環境の醸成が必

要である。ここでは、そのための体系的な安

全教育プログラムの構築と推進について述

べる。

１．体系的安全教育の目的
１）現場力の強化 ： リスクの低減、リスク拡大防止

産業安全の向上、国際競争力の強化
２）社会安全環境の醸成 ： リスクの理解と対応力、

リスクコミュニケーション、危機対応
社会生活における安全の確保、産業安全の理解

３）安全の分かる人材の育成
①安全の分かる経営層、管理者、技術者、研究者、作業者の育成
②安全の専門家の育成
③安全の分かる市民の育成

２．体系的安全教育の構築と推進
１）体系的安全教育プログラムの構築
２）各段階における安全教育プログラムの推進

家庭教育、初等・中等教育、高等教育、企業教育、社会人教育

●当面の課題
１）産業安全教育の体系化と共有化
２）学校安全教育の構築

図 4　体系的安全教育プログラムの構築と推進
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4．�体系的安全教育プログラ
ムの構築と推進（図4）

（1）人材育成のための体系的安全教育
プログラム

産業安全を推進していくためには、経営層

のリーダーシップの下、現場力を強化するこ

とによりリスクを低減し、リスクの拡大防止

を図ることが重要である。また、社会安全環

境を醸成して、リスクの理解とリスクへの対

応力をもち、適切なリスクコミュニケーショ

ンを行うことにより危機対応をとることがで

きる社会を構築していくことが求められる。

そのためには、安全の分かる経営層、管理

層をはじめ、安全の専門家、安全を推進する

技術者、作業者、研究者の育成が必要となる。

また、安全の分かる市民の育成も重要となる。

（2）体系的安全教育プログラムの構築
と推進

体系的安全教育プログラムを図5に示す。

体系的安全教育プログラムとしては、安全の

基本の理解、基本的安全知識の習得、安全知

識・安全技術を有する安全管理者、安全技術

者の育成、安全の専門家の育成からなる。

そしてこれらの安全教育プログラムは図6

１．安全の基本の理解
１）リスク認識 ：絶対安全はない
２）自分の身は自分で守る
３）危険への感性
４）リスクとベネフィットを基にした科学的議論と決定

２．基本的安全知識の習得
人間生活、社会生活上必要な安全知識

３．安全知識・安全技術を有する安全管理者、安全技術者の育成

４．安全の専門家の育成
高度安全知識、高度安全技術の構築のための教育と研究

図 5　体系的安全教育プログラム

社会人教育
安全の基本、基本的安全知識

企業固有の教育企業共通の教育（安全教育･訓練センター機能）
（安全専門家、ＯＢ）

危険体感教育
異常時対応訓練
緊急対応訓練

安全訓練の共有化安全教育プログラムの共有化
各階層：安全教育プログラム

トップ
マネージャー
グループリーダー
オペレーター等

高等教育
専門的安全知識・技術、
高度安全知識・技術

初等・中等教育

安全の基本、基本的安全知識

企業教育

企業理念
企業文化
専門分野の知識・技術

図 6　体系的安全教育プログラムの各段階での実施
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に示すように初等・中等教育、高等教育、企

業教育、社会人教育の各段階において適切に

実施する必要がある。

ここで、初等・中等教育で行う安全の基本

とは、リスク認識をもち、自分の身は自分で

守ることを実感するとともに、危険への感性

をもち、リスクとベネフィットによる科学的

判断ができる素養を身につけることである。

また、基本的安全知識は、われわれが生活す

る上で必要な知識であり、安全の基本ととも

にすべての人が身につけるべきものである。

高等教育においてはその上で必要により高度

あるいは専門的な安全知識・技術を身につけ

るべきである。企業においては初等・中等教

育、高等教育を身につけたものが入社するわ

けであるから、企業教育は企業固有の専門分

野の知識・技術と各階層が必要とする安全に

ついての教育を行うことになる。また、社会

人教育は安全の基本および安全の基本的知識

をリマインドするための場となることが望ま

しい。

これが本来各段階で行うべき体系的安全教

育プログラムといえるが、初等・中等教育、

あるいは高等教育において各教育プログラム

が十分に実施されているとはいえず、産業を

推進する企業の安全教育にひずみが生じてい

るのが実態であろう。

産業安全を推進する上でも安全教育の体系

化に基づく各段階での適切な安全教育プログ

ラムをしっかり実施する必要がある。

ここでは、産業安全の当面の課題であり、

産業安全推進のベースとなる産業安全教育の

体系化および共有化と、将来のための産業安

全の基礎と社会安全を理解する場ともなる学

校安全教育の構築について述べる。

5．�産業安全教育の体系化と
共有化

産業安全教育の体系化を行うに当たって

は、各企業団体、各企業が行っている経営層、

事業所長、部課長、環境安全スタッフ、係長・

職長、課員、新入社員等の階層別安全教育の

実態を把握し、各階層が行うべき安全教育プ

ログラム（講義概要、講師、提供団体等）の

体系化を検討すべきである。そして階層別安

全教育プログラムの共有化（産業界共通、各

産業団体共通、各企業共通）に努め、効果的

安全教育科目 階層
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

本社安全スタッフ 事業所長 部課長 安全スタッフ 係長・職長 一般・新入社員

１． 安全の基本 （ハザード、 リスク、 リスク管理） ○ ○ ○ ○ ○ ○
２． 安全理念 ・方針等 ○ ○ ○ ○ ○ ○
３． 安全推進計画等 ○ ○ ○ ○
４． 安全法令等 ○ ○ ○ ○
５． 安全管理体制 ○ ○ ○ ○
６． 製造における安全
１） ハザード ： 物質 ・材料 ○ ○ ○ ○

設備 ・機器 （含工事） ○ ○ ○ ○
作業 （運転等） ○ ○ ○ ○
作業環境 ○ ○ ○ ○

２） リスクアセスメント ・ リスクマネジメント ○ ○ ○ ○
３） 安全基準等 ： マニュアル ・ ガイドライン （含点検 ・検査等） ○ ○ ○ ○
４） 安全活動等 ：安全基本行動、 ＫＹ、 安全改善提案、 ＨＥ防止、 安全意識醸成

○ ○ ○ ○
５） 安全教育 ：製造分野固有の安全教育、 体感教育 ○ ○ ○ ○

７． 事故事例の収集 ・解析と危険予測 ○ ○ ○
８． 防災 ：防火 ・防爆、 地震 ・津波対策 ○ ○ ○ ○
９． 危機管理 （クライシスコミュニケーション、ＢＣＰ等） ○ ○ ○ ○
１０． 安全監査 （社内、 社外） ○ ○
１１． 安全文化 ○ ○ ○ ○ ○ ○

図 7　階層別安全教育プログラム（化学産業例）
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な産業安全教育を推進することが望ましい。

化学産業における階層別安全教育プログラ

ムの一例を図7に示す。

6．学校安全教育の確立

学校安全教育の目的は産業安全・社会安全

のベースとなる安全の基本を理解し、基本的

安全知識を習得することにある。一方、我が

国が科学技術立国として国際的先導性を保持

していくためには理科実験教育を充実させ、

科学技術振興の基礎作りを行う必要がある。

この理科実験教育は安全の体験学習にもつな

がる。

しかしながら、学校安全教育の現状として

は、産業安全・社会安全の基礎となる安全教

育の重要性や科学技術振興のための理科実験

教育の必要性は十分に理解されているとは言

えず、また、教材、教育人材、設備・機器等

の制約もあり十分な実施状況にはない。この

ことを考えると我が国の将来の方向に課題が

あると言わざるをえない。学校安全教育を確

立していくため、産業会、学会等による支援

について考える必要があろう。

7．まとめ

近年の産業安全問題の要因と背景について

考察し、これからの産業安全の方向性とそれ

を担う人材の育成が重要であることを述べた。

そして、人材育成のための基本となる体系的

安全教育プログラムの構築と推進について概

説するとともに、いま、検討すべき産業安全

教育の体系化および共有化と将来のための学

校安全教育確立の必要性について提案した。 たむら　まさみつ �
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